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2 契約義務の基本構造 （以上、本誌 90巻 2・3合併号）
三 「帰責事由」要件の理解






































の 1）」法学教室 444号 (2017)97–100頁参照。
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ロー・ジャーナル 7巻 3号 (2010)27頁以下、同 8巻 1号 (2011)45頁以下（同『契約責
任の多元的制御』（勁草書房、2017）所収）。なお、渡辺達徳「コモン・ロー上の契約責








































































(178) Canaris, a. a. O. (Fn. 142), S. 664.
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(179) 拙著・前掲注 (10)137頁以下、また、前掲注 (15)所掲の文献参照。
(180) なお、中田・前掲注 (16)9–11頁参照。




(184) わが国の議論の詳細は、拙著・前掲注 (10)137頁以下、特に 166頁以下参照。



























(187) Heinrich Stoll, Abschied von der Lehre von der positive Vertragsverletzung,














































































































































































































































































































































































































における契約」同『民法論集第 3巻』（有斐閣、1972〔初出 1966〕）1頁以下、特に 20
頁以下参照）。
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「契約における個人『意思』」法と政治 46巻 3号 (1995)1頁以下）とも矛盾するもので
はない。
245































































































































































注 (50)参照）。BGBには規定がある（同 311条 2項・3項）。
また、契約債務関係の「延長」に関しては、蓮田哲也「契約責任の時間的延長に関す
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Ⅴ 結 び
ドイツ民法理論を参考に、債務不履行賠償の要件構成と改正民法 415条の規定
構造を検討した。それによれば、債務不履行に基づく損害賠償の帰責要件は、契約
義務構造の分析から構成すべきであり、また、今日わが国において有力に主張され
ている過失責任の原則に対する批判は、必ずしも当を得たものではない。以下で、
結論のみをまとめておきたい。
損害賠償責任は、「債務の不履行」と「帰責事由」とからなる二元的要件から認
められる。「債務の不履行」は、契約当事者が設定した義務に即して判断するべき
である。契約義務は（主・従の）給付義務のみならず、保護義務も契約債務関係の
枠内において位置づけられ、「債務の不履行」は給付義務違反または保護義務違反
として評価できる。
「帰責事由」は過失責任主義に立脚して判断される。「債務の不履行」の認定に
より、「帰責事由（過失）」は一応推定されるが、それに対し免責事由の存否が判断
される。以上のような理解からは、損害賠償責任は、本来的債権の効果ではなく、
債務不履行責任の効果として導かれる。また、以上の要件構成は、契約類型に即し
て個々に判断されるべきである。
（明治大学法学部教授）
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